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N7 社会実装へのガバナンス﻿

N7.01 ものづくりの持続可能性評価やガバナンス
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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N701.pdf

1.	 研究開発領域の定義
材料・製品やその製造プロセスに対し、従来からの安全性に関するリスク評価や管理に加え、ライフサイク

ルを通じた環境影響、循環性、経済性なども含めた持続可能性に関わる評価手法や指標の開発、さらには標
準化や規制などのガバナンスまでを扱う研究開発領域である。持続可能な社会への移行に向け、材料やプロ
セスに対する社会的な価値付けが変化しつつある。持続可能性に関わる評価の信頼性および効率の向上、ま
た、新たな材料やプロセスへの設計指針の導出により、効率的な技術開発と円滑な社会実装への貢献が期待
される。

2.	 本領域の意義
新規な化学物質や材料、製品の創出にあたっては、その性能や利便性のみならず、責任ある研究・イノベー

ション（RRI）の観点から、倫理的・法的・社会的側面（ELSI）や環境・健康・安全（EHS）の科学的
側面の考慮や取り組みも必要である。

従来、化学物質や新奇物質、ナノマテリアルの開発のおいては、環境やヒトの健康への影響への懸念から、
リスク評価や管理の体制、規制の枠組みが整備されてきた。加えて近年では、地球温暖化、資源制約、自然
資本の喪失といった問題が顕在化する中で、持続可能性の観点からの評価や情報開示、さらには規制に取り
組む動きが世界的に広がっている。これらは、各国・地域の産業振興や経済政策とも密接に関連している。

国際協調の中で、社会の安全・安心の提供と持続可能社会への移行の実現に貢献しながら、同時に、わ
が国において安全性や持続可能性に関わる多様な評価軸をどのように管理し、産業や社会システムの中で実
装していくか、総合的な検討が必要である。さらに、国際社会の要請を満たしながら、わが国の産業が強み
を堅持していくための技術や評価法・評価基盤の研究開発、産学官が連携した情報共有・情報活用の仕組み
の構築、そしてこれらを支える人材育成においても、本領域は重要な役割を果たすものである。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

科学技術の発達の中で、次々と新しい物質や素材が開発され、産業の拡がりと生活の豊かさをもたらして
きた。一方で、それらが環境やヒトの健康に与えうる負の側面が、1960年ごろには公害や環境汚染として認
識されるようになった。その後、国際的な議論と、化学物質・材料の有害性や暴露に関する科学的知見の進
展を経ながら、その基本的な評価・管理の枠組みが形成され、評価手法の高度化・合理化がなされてきた。
他方、地球温暖化、資源制約、自然資本の喪失といった問題が顕在化する中、持続可能性の観点での取り
組みが進められている。ライフサイクル思考に基づく評価手法の開発や評価基盤の構築が進展しており、学術
に留まらず、国際標準化などを通じて行政や産業界にも評価・情報開示や規制の枠組みが実装されつつある。

国際的には、1972年に初めての国際的な環境会議である国際連合（国連）人間環境会議が開催され、「人
間環境宣言（ストックホルム宣言）」が採択された。1992年のリオ地球サミットでは「リオ宣言」と同時に
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持続可能な開発の行動計画として「アジェンダ21」が示された。これを契機に、「残留性有機汚染物質に関
するストックホルム条約（POPs）」が2001年に採択されたのち、2004年に締結国数が50か国を超えて発
効されている。その後、2015年の国連総会では「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択され、
17の持続可能な開発目標（SDGs）と169のターゲットが示された。

化学物質が環境やヒトの健康にもたらす悪影響については、これまでに基本的な評価・管理の枠組みや考
え方はほぼ完成しており、リスクは概ね適切に管理されてきたと言える。各国では、1970年代ごろから化学
物質を対象とする規制や管理の法整備が進めてられてきた。日本では1973年に「化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律（化審法）」が制定され、米国では1973年に「有害物質規制法（TSCA）」が制定
された。欧州では、2007年から「化学物質の登録/評価、認可/制限に関する規則（REACH規則）」が施
行されており、これに併せて欧州化学品庁（ECHA）が設立された。その後、中国で2010年に「新規化学
物質環境管理弁法」、2021年にその改正版「新規化学物質環境管理登記弁法（中国版REACH規則）」が
施行、韓国では2015年に「化学物質の登録及び評価等に関する法律（化評法）（K-REACH）」が施行され
ている。

国際的な化学物質管理の枠組みは、国連環境計画が主導する国際化学物質管理会議（ICCM）で議論・
推進されてきた。2023年の第５回会議（ICCM5）で採択された「Global Framework on Chemicals（GFC）
- For a Planet Free of Harm from Chemicals and Waste」1）は、2006年のICCM1で採択された「Strategic 
Approach to International Chemicals Management（SAICM）：国際的な化学物質管理のための戦略
的アプローチ」2）の後継の位置付けである。副題にあるように、化学物質の製造から廃棄段階に至るライフサ
イクルを対象とすることや、環境のみならず社会や経済など多様な分野をカバーしていること、産官学に市民
を加えた多様なステークホルダーの参画を想定していることを特徴としている。

他方、2000年代以降のナノテクノロジーの発達によって、およそ1 nm～100 nmのサイズと、従来のバ
ルク状の材料やデバイスとは異なる新奇な特性を有する「ナノマテリアル」が、半導体に代表されるエレクト
ロニクス産業のほか、医薬品や化粧品、食品などに様々使われるようになった。同時に、そのナノスケールの
サイズや表面性状ゆえの特有の環境影響や生体影響が懸念されるようになり、欧州や経済協力開発機構

（OECD）を中心にナノマテリアルの登録制度・規制や標準基準の規定が進められてきた。さらに近年では、
ナノマテリアルを含む先端的材料やそれらを複合的に組み合わせた新規物質を「アドバンスドマテリアル

（Advanced Materials）」と称し、より広い物質・材料の安全性と持続可能性を評価・管理していく方向性
が検討されている。

OECDは、2006年からナノ材料作業部会（Working Party on Manufactured Nanomaterials: WPMN）
を設置し、ナノマテリアルの環境やヒトの健康への影響評価のための国際的な枠組みやテストガイドラインの
整備、ツールの開発3）、試験データの共有などを進めてきた。昨今では、「Safe（r）and Sustainable 
Innovation Approach（SSIA）: （より）安全で持続可能な材料イノベーションのあり方」への取り組みを
進めている。SSIAは、「Safe and Sustainable by Design（SSbD）：安全で持続可能な設計」と「Regulatory 
Preparedness（RP）：規制準備」のコンセプトを組み合わせたものとされている。もともと、「Safe（r）
Innovation Approach（SIA）」あるいは「Safe（r）by Design」という安全性に重点を置いた議論がさ
れてきたが、気候変動やグローバル規模の環境負荷が境界条件を越える中で、2022年に環境や社会、経済
への影響といった持続可能性への考慮を含む概念に拡張された4）。

欧州では、2000年代後半から、欧州委員会の支援のもとナノマテリアルの安全性やリスク評価に関する研
究プロジェクトや多様なステークホルダーをつなぐネットワーク形成（例：Nanosafety Cluster（2010年～））
を進めてきた。2011年には、欧州委員会からナノマテリアルに関する定義勧告が発表され5）、REACH規則
や化粧品規則などのEU法規の中で参照されるようになった。2020年には、REACH規則においてナノマテ
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リアル（ナノフォーム）を粒子サイズや形状、表面特性などの情報を添えて個別に登録することが義務化され
た6）。2022年に、欧州委員会は、より簡易で効率的な運用のために、ナノマテリアルの定義を更新する勧告
を出している7）。

他方で、欧州委員会は2019年のGreen Deal政策の発表ののち、有害物質のない環境（Toxic-Free 
Environment）を目指す方針の一環として、2020年10月に「Chemical Strategy for Sustainability（CSS）：
持続可能な化学物質戦略」を発表している8）。 CSSのアクションプランの一つには、化学物質規制の簡素化
と一貫性を担保しようとする“one substance, one assessment”が掲げられており、上述のナノフォームの
個別登録の動きもこれに沿う試みの一つと位置づけられる。さらにCSSでは、安全で持続可能な化学物質の
設計（Safe and Sustainable by Design chemicals）の促進も掲げられており、これの具体的策として、
2022年12月に「European assessment framework for ‘safe and sustainable by design’ chemicals 
and materials（SSbD）：化学物質と材料に関する安全で持続可能な設計の評価枠組み」が欧州委員会か
ら勧告された9）。これは、化学物質やナノマテリアル、さらに新興的な材料も含めた包括的な対象に、設計段
階から安全性と持続可能性を統合的に考慮していく枠組みである。これを契機にして、従来からの安全性に
加え、持続可能性までを考慮した拡張的な評価や管理の検討が活発に進められるようになった。 OECDもこ
の概念を支持しており、上述のSSIAの取り組みに対応している。

持続可能性の観点からは、ライフサイクルを通した環境影響を様々な側面から見積もるための評価手法や
指標の開発、評価基盤の構築が進められてきた。これらは、現在では産業だけでなく政策・規制や企業経営
においても取り入れられるようになっている。また、現状の確立した技術や製品の評価に留まらず、新興的あ
るいは将来の技術に対する見積もりへの展開が期待されている。

カーボンフットプリント（CFP）は、製品やサービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに至るまでのライ
フサイクル全体を通して排出される温室効果ガスの排出量をCO2 排出量に換算したもので、製品レベルの評
価には広く使われるようになっている。また、企業活動における温室効果ガスの排出量として、これまでの
SCOPE1（企業が直接排出する温室効果ガス）、SCOPE2（購入した電力・熱などによる間接排出）に加えて、
今後はより排出割合の高いSCOPE3（製品のバリューチェーン全体における温室効果ガス排出量から
SCOPE1とSCOPE2を差し引いたもの）の評価と開示義務化が進む見込みである。ここでは、Task Force 
on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース、TCFD）および
International Sustainability Standards Board（国際サステナビリティ基準審議会）によるSCOPE1〜3
を主とする気候関連情報の開示を促進するための取り組みや、Science Based Targets initiativeによる科
学的根拠に基づいた目標設定を支援する取り組みが、評価と開示の流れを後押ししている。

また、欧州は環境影響評価を規制へと展開させようとしており、例えば2023年8月に改正された「Batteries 
Regulation：バッテリー規則」10）の中では、特定のバッテリーに対するCFPの算出と開示の義務化を段階
的に進めている。今後、一定以上のCFPを持つ製品は市場流通が制限される可能性がある。フランスでは、
食品や衣料品に対して、CFPの表示義務化を実施している。米国や日本では、特定の製品のグリーン調達の
要件にCFPの算出と開示を求めるようになっている。中国でも近年製品のCFPを管理・活用する取り組みが
進展しており、2023年11月に公布された「CFP管理システムの構築加速に関するガイダンス」では、2025
年までに約50品目のCFP算出ルールと国家標準を制定、2030年までに約200品目までに拡大させるとの目
標を掲げている11）。

生物多様性への影響を見積もるネイチャーフットプリントも、評価手法の開発と算出・開示の動きが進展し
ている。 TCFDに続いて、国連が主導して設立したTaskforce on Nature-related Financial Disclosures

（自然関連財務情報開示タスクフォース、TNFD）は、自然資本等に関する企業のリスク管理と開示枠組みの
策定や標準化を推進してきた。 TNFDでは、自然関連の依存性やインパクト、リスクを評価するステップとし
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て、「Locate（発見）」「Evaluate（診断）」「Assess（評価）」「Prepare（準備、目標の設定）」を提示して
おり12）、それぞれのステップの対応した評価ツールの開発もされている（例：ENCORE、IBATなど）。また、
2022年の生物多様性条約第15回締結国会議（COP15）で「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採
択されたことを契機に、Nature Positive Initiativeが設立された。2030年までにネイチャーポジティブを
実現することを目標に、生態系・種・自然資本の状態を定量的に評価しようとする「State of Nature 
Metrics」の開発を進めている13）。さらに、生物多様性の評価においては地域性の考慮も難しさの一つとなっ
ている。例えば、土地改変が行われることによる潜在的影響は地域で大きく異なり得るため、この分析や評
価を丁寧に行う必要がある。こうした地域解像度の高い情報を収集し、評価値をデータベース化していく試み
も進んでいる14）。

資源の消費や循環性に関する指標の開発や社会への実装は、現在、模索の中で精力的に進められている状
況にある。現状では、国際的な目標や情報開示の枠組みなどはまだ十分整備されていない。

国連環境計画のワン・プラネット・ネットワーク（UNEP/OPN）と持続可能な開発のための世界経済人
会議（WBCSD）は、「Global Circularity Protocol（GCP）：グローバル循環プロトコール」という循環
性に関する企業の情報開示の国際的な枠組み作りを推進している15）。これには、各国の企業や政府機関も参
画している。GCPにおいては、循環型移行指標（Circular Transition Indicators）も検討が進められている。
循環性の成果を測定し、管理するための中核的な役割を果たすものである。

また、2024年5月には、循環性の測定と評価に関する国際規格「ISO59020」が発行された。ライフサ
イクル思考が初めに掲げられたうえ、調査範囲の設定から測定・データ入手、評価・報告までが記載されて
いる。入力に関わる部分と出力に関わる部分のそれぞれに定量的な情報を出すことがポイントになっている。

マテリアルフットプリント（MF）は、ある国や地域の経済活動を支えるために消費された天然資源の量を
示す。 SDGsの目標12（つくる責任、つかう責任）に関して、国連環境計画の国際資源パネルから各国の
MFの結果が毎年示されている16）。ただ、あくまで重量ベースの簡易な指標である点は留意が必要である。
また、同じく国連環境計画の国際資源パネルからは、リサイクル率を示す指標も提案されている17）。

サーキュラーエコノミーの観点では、廃棄物に関する評価方法や指標作りが至急に求められている。これま
でに、国や地域における廃棄物の発生量や埋立量を把握するために、廃棄物産業連関分析（waste input-
output table analysis: WIO）が研究されてきた18）。これは、従来の産業連関表の廃棄物と廃棄物処理に
関する部門を詳細化したもので、産業連関分析で廃棄段階の詳細な分析を可能にしている。また、製品や
サービスのライフサイクル全体において発生する廃棄物の量とその環境影響を、廃棄物フットプリントとして評
価する動きも進んでいる。産業活動別に見ると、石炭・原油・天然ガスなどのエネルギー関係や、鉱物資源
の採掘で比較的多く生じている。日本の場合は、それらのフットプリントのほとんどを海外に負っている現状
にある19）。

欧州委員会は、Green Deal政策の柱の一つとして、2020年に「Circular economy action plan：循環
型経済行動計画」を採択している20）。この計画に紐づいて多数の規制が検討されているが、そのうち2023
年に提案された「End-of-Life Vehicles（ELV）規制」は、使用済み車両の再利用、リサイクル、回収に関
する明確な目標の設定を目指したものであり、リサイクルしやすい車両の設計や、25%以上の再生プラスチッ
クの利用などを提示している21）。2024年に発効した「Ecodesign for Sustainable Products Regulation

（ESPR）：エコデザイン規則」は、欧州市場における様々な製品の持続可能性を大幅に向上させることを目
指したもので、エコデザイン要件として、耐久性、信頼性、修理可能性、リサイクル素材の使用率などの要件
を規定したうえ、これらの情報を消費者等に提供するためのデジタル製品パスポート（Digital Product 
Passport: DPP）の導入を進めている22）。また、「Product Environmental Footprint Category Rules

（PEFCR）：製品の環境フットプリントカテゴリー規則」では、食品や工業製品等のカテゴリーごとに環境影
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響評価のガイドラインが作られており、環境フットプリントとして気候変動、オゾン層破壊、酸性化、富栄養化、
毒性、資源使用、水使用、土地利用などの16種類の項目を定量評価するとしている23）。これらの結果は、
統合化して、消費者に分かり易い形で表示していくことも検討されている。

3.2	 トピックス
•	有機フッ素化合物（PFAS）、マイクロプラスチック

PFAS（有機フッ素化合物）やプラスチックによる環境汚染の問題は、現在最も社会的関心の高い課題の
一つである。共通するのは、広範な関連物質・材料が様々な分野で使用されている点、また、環境中で長期
にわたり残留することが懸念される点である。安全性、持続可能性への懸念の一方で、PFASやプラスチック
が有する経済な便益も大きく、代替物質・代替材料の開発や製品設計の改良など、社会経済的な観点も含め
た対策が求められている。

POPs条約では、PFASのうち、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）とその塩およびPFOA関連物質、ペル
フルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩およびPFHxS関連化合物が付属書A（廃絶）に、ペルフ
ルオロオクタンスルホン酸（PFOS）とその塩、ペルフルオロオクタンスルホニルフオリド（PFOSF）が付属
書B（制限）に登録されている。これらPOPs条約の規制対象を特定PFASと呼ぶ。わが国でも、化審法に
おいて特定PFASは第一種特定化学物質に指定され、製造・輸入等が厳しく規制されている。欧州では、
POPs規則およびREACH規則の高懸念物質として特定PFASを対象としているのに加えて、現在はPFAS全
体（約10,000種類）を網羅しようとする包括的PFAS規制案が検討されている。現在は対象セクター毎（食
品包装材、医療機器、エレクトロニクス、繊維、建材など）に検討が進められており、2026年内に取りまと
めの見込みである。こうした状況から、特定PFAS以外のPFASについても、もたらされるリスクを特定する
ための研究や代替物質の探索が進められている24）。併せて、PFASの化学的立体構造の特徴とその体内・環
境における蓄積性の関係についての科学的理解も追求されている25）, 26）。

プラスチックによる環境汚染については、2022年の国連環境総会再開セッション（UNEA-5.2）において、
プラスチック汚染を解決するための、プラスチックのライフサイクル全体を踏まえた包括的なアプローチに関す
る法的拘束力のある国際文書（条約）の策定に向けた政府間交渉委員会が設置され、現在議論が進行してい
る。プラスチック自体、断片化したマイクロプラスチック、添加剤などの含有化学物質による環境や健康への
悪影響も重要な論点として議論されている。また、欧州委員会やECHAでは、マイクロプラスチックは生分解
されず、動物の体内に蓄積され、生態系と食物連鎖の恒久的な汚染につながるとの懸念から、2018年ごろ
から規制のあり方を検討してきた。結果、2023年10月には、「製品に意図的に添加されたマイクロプラスチッ
クの制限」に関する規則が施行され、合成ポリマー微粒子を含む製品・混合物がEU内で原則販売禁止となっ
ている。研究としては、マイクロプラスチックの環境中への排出量やフローの解析、生態系やヒトの健康への
影響、それらと粒子のサイズや形状、物性などとの関係性の調査・分析が主な関心として取り組まれてい
る27）。

•	資源循環と情報トレーサビリティー
近年、サーキュラーエコノミーに向けた技術開発や規制とともにインフラとしての仕組みづくりが加速してい

る。欧州では、2023年提案の「ELV指令」や2025年２月に発効した「Packaging and Packaging Waste 
Regulation（PPWR）：包装及び包装廃棄物に関する規則」28）において、再生材料を使用すべき割合が提
示されるなどしている。関連して、2024年発行の「エコデザイン規則（ESPR）」では、含有化学物質、ラ
イフサイクルでの環境影響、リサイクル性などに関する情報を製品に付加して流通させるデジタル製品パスポー
トの導入を進めている。これは、懸念物質の追跡と資源循環課題への対応を掛け合わせ、製品の長寿命化や
循環利用を推し進めるとともに、それに必要なトレーサビリティーの確保を実現しようとするものである。

わが国においても、2025年の「資源の有効な利用の促進に関する法律」の一部改正において、対象とな
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る製品や事業者に対して、再生資源の利用の義務化が導入された。経済産業省が2025年2月に公表した「成
長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ」では、環境配慮設計の促進の
ためにトレーサビリティーを確保する方向性が示されている29）。また、産業界を主体に「次世代製品含有化
学物質情報・資源循環プラットフォーム（CMP）構想」が進められている30）。これは、欧州ESPRへ対応す
るため、ESPRが要求する製品情報を伝達可能な情報伝達基盤の構築を目指すものである。当初は動脈側の
伝達を想定したものであったが、その後、静脈側の情報も得られる設計にしようとしており、再生材の有効活
用にも資すると期待される。

こうした動きから、今後はプラスチックを中心に再生材利用が急速に進むものと想定される。同時に、再生
材に含有される添加剤等の化学物質がヒトの健康や環境に悪影響をもたらすことがないように、かつ再生材
の利用を阻害しないように、適切な評価と管理を行うための手法の開発や体制構築が急務となっている。現
在、わが国においても、プラスチック再生材中の化学物質の管理について、化審法の見直し検討の中で議論
がされている。

•	SSbD: Safe and sustainable by design（安全で持続可能な設計）
近年注目が集まっているSSbDは、「Safe（r）by Design（SbD）」やグリーンケミストリー、サステイナ

ブルケミストリー等の各種概念・原則を踏まえたものとして、2020年の欧州CSSおいて策定することが公表
された概念である。その後、2022年に欧州委員会からSSbDのフレームワークに関する勧告が公表され9）、
さらに現在見直しの議論が進められており、2025年内にその結果が公表される予定となっている。

現在示されているSSbDのフレームワークは、「（再）設計段階」と、「安全性と持続可能性の評価段階」
の2つの段階から成る31）, 32）。
「（再）設計段階」における設計原則として、①材料効率、②有害な化学物質または材料の使用を最小化、

③エネルギー効率を考慮した設計、④再生可能な資源の利用、⑤有害物質の排出の防止と回避、⑥エンドオ
ブライフのデザイン、⑦ライフサイクル全体思考、の7つが挙げられている。

「安全性と持続可能性の評価段階」では主には次の４つのステップで評価をすることが提唱されている。①
ハザード評価は、国連の「化学品の分類および表示に関する世界調和システム（GHS）」分類に準拠した、
欧州の「物質及び混合物の分類、表示及び関する規則（CLP規則）」に基づいて評価する。懸念物質に分
類されればSSbDとはみなさないという、現行ではハザードに重きを置いたものとなっている。②製造プロセ
スにおける人と環境影響の評価、③使用段階での人と環境影響の評価は、労働者や人、生態影響まで評価す
るという古典的なリスク評価にあたる。④ライフサイクル全体での環境インパクト評価は、バリューチェーン全
体で環境性能を多面的に評価するものであり、欧州の製品の環境フットプリントカテゴリー規則（PEFCR）
で示される評価方法に準拠することが推奨されている。ただし、これは最小限の評価指標であって、必要に応
じて評価指標を追加することも指摘されている。さらに、⑤ 社会・経済的持続可能性の評価、を加えること
も検討されているが、社会面や経済面の評価は難しく、また評価手法が確立されていないため、現在はオプ
ション評価の扱いとなっている。

こうしたSSbDの運用や改善に向けては、アカデミアも加わってHorizon EuropeのIRISS（The 
International Ecosystem for Accelerating the Transition to Safe-and-Sustainable-by-Design 
Materials）プロジェクトなどを中心に活発な検討が進んでいる。

3.3	 課題
化学物質や材料、製品の安全性や持続可能性を確保し、これらを産業や社会の中で実装していくには、評

価に必要なデータをいかに効率的に収集するかが、ひとつの重要課題である。製品のライフサイクル全体にわ
たる詳細なデータが必要となるが、特に新興技術や新素材に関するデータは不足している。設計プロセスの
早期からin silico 手法などのNew Approach Methods（NAMs）を含む最先端の毒性学的評価の活用や
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拡充を図ることや、予測的なLCA手法の開発などが求められている33）。また、ヒトの健康や環境への影響の
みならず、社会的・経済的な側面の持続可能性の評価手法の開発も今後の課題として挙げられる。さらに、
安全性や持続可能性に関するデータをAIを用いて生成し、開発初期段階のデータギャップを補完することも
期待されているが、同時にその検証の重要性も指摘されている34）。

他方、従来の化学物質・材料の安全性評価（リスク評価）では、対象の集団全体を大きく一つの塊として
捉え、その中で最も脆弱と考えられる人を保護するような管理がなされていた。しかし、少子高齢化の進展
や外国にルーツを持つ人口の増加、ライフスタイルの多様化などにより、属性の異なる多様なサブ集団の存
在が認識されるようになってきた。各サブ集団は、それぞれにリスクの大きさが異なることが考えられ、適切
な施策もそれぞれに異なる可能性がある。集団を適切に類型化し、評価・管理の対象として扱うべきサブ集
団の特定の重要性が高まっており、そのための研究開発が急務となっている。 

安全性や持続可能性に関わる様々な側面を包括的かつバランスよく、あるいは適切な優先付けをして評価し
ていくための、次世代の評価枠組みの構築も求められている。また、安全性評価と持続可能性評価の違いと
補完的役割の整理とともに、これらを統合していくために、曝露シナリオの共有やマテリアルフロー分析の活
用などを通じたアプローチの検討もされている35）。複数の側面についてトレードオフが伴う場合には、その管
理に関する具体的な指針の整備も有用である36）。収集したデータについては、FAIR原則1に基づいてデータ
の移転・管理する情報インフラの整備を進めていくことが重要である。これがバリューチェーン全体での効果
的な連携にもつながる。

安全性・持続可能性のデータの収集・活用、そして評価結果の設計プロセスへの組み込みには、多岐にわ
たるステークホルダーが関与することとなる。規制による手段以外にも、各ステークホルダーの自主的な取り
組みを誘導する政策的インセンティブの設計も重要性が高まっている。例えば、米国環境保護庁の「Safer 
Choice」（いわゆるエコラベル）がある。ヒトと環境にとってより安全な成分を含む製品を見つけられるよう
支援する任意の認証制度である。また、欧州の企業サステナビリティ報告指令（CSRD）の報告要件に組み
込むなどの方法も挙げられている33）。需要と供給の両方を刺激するような方策が求められる。各国や地域で
規制や政策が一貫しておらず、企業が国際的に製品を展開する際に、異なる基準や要件に対応する必要があ
り、実装の障壁となっている点にも留意が必要である。

また、個々の専門分野のみならず、安全性、持続可能性を俯瞰的・体系的に捉え、解析を行うことができ
るような人材の育成が急務である。そのためには、評価・管理の枠組みの検討や評価手法を開発するような
研究課題の継続的な設定が重要であると同時に、教育カリキュラムへの組み込みや、アクター毎のトレーニン
グ資料の開発、産学が連携した実践的な学習の促進などが有用との提言がされている36）。さらに、特に中小
企業に対する理解や実装の支援や、消費者へも啓発活動などを通じて働きかけていくことも必要である。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

化学物質やナノマテリアルの安全性に関する情報収集や分析が、厚生労働省、経済産業省の調査や研究開
発として継続されている。また、ISO/TC229（ナノテクノロジー）やOECDナノ材料作業部会（WPMN）
への参加など一定の取組み・国際貢献が認められる。

LCAの基盤として、産業技術総合研究所がインベントリーデータベース「AIST-IDEA」を開発している（現
在Ver.3.5）。世界最大規模の5,600データセットで構成され、気候変動を始め、オゾン層破壊、鉱物資源
消費、廃棄物など18の対象影響領域をカバーしており、CO2、大気汚染物質や重金属金属等の排出量、鉱
物資源の消費量などの定量化が可能である。材料代替効果の定量的評価手法の開発にも活用がされてき

1	 FAIRは、Findability、Accessibility、Interoperability、Reuseの４つの頭文字を取った略称
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た37）。また、早稲田大学の伊坪教授が開発しているライフサイクル影響評価手法LIME（現在LIME 3）では、
グローバルスケールで様々なインベントリの情報を人間健康や生物多様性などの被害評価結果に変換するた
めの被害係数のリスト、さらには単一指標に統合化するための重みづけ係数のリストが整備されている。 

資源循環に関して、CMP構想については、2025年にシステム開発完了、その後の運用テスト、2027 年の
リリースを目指して検討が進んでいる。また、内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期課
題として「サーキュラーエコノミーシステムの構築」（2023年度～2027年度）が実施されている。プラスチッ
クの循環経済実現を目指し、デジタル化・共通化、動静脈連携・静動脈連携、プラットフォーム整備に関す
る研究が進められており、CMPとの連携・接続も期待されている。再生プラスチック含有化学物質のリスク
を適切に評価・管理するという目的では、国立環境研究所や産業技術総合研究所が関連する研究開発課題を
推進している。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【米国】
米国環境保護庁では、TSCAに基づいた化学物質のリスク評価・規制を主導と同時に、ナノマテリアルの

環境・ヒト健康への影響を評価する研究開発の支援や、データベース等のツールの整備を進めている。国家
ナノテクノロジーイニシアチブでは、ナノテクノロジーの責任ある開発に向けた省庁横断的な体制を長年維持
している。2024年末には、環境・健康・安全（EHS）に関する研究戦略の更新版を公開し、従来からの研
究境域を跨いだ横断的・統合的なアプローチが必要とのことを強調している38）。食品医薬品局や国立衛生研
究所の国立がん研究所、国立労働安全衛生研究所では、ナノマテリアルやナノテクノロジーに関する研究セン
ターや研究部門を有し、ナノマテリアルの物理化学的特性や安全性に関する研究やガイドライン作成、標準化
などの取り組みを継続している。

米国エネルギー省のNational Renewable Energy Laboratory（NREL）では、インベントリーデータベー
ス「U.S. Life Cycle Inventory Database（USLCI）」を開発している。米国で材料、部品、製品を製造す
る際のエネルギーと物質のフローについて、個々のgate-to-gate（製品製造プロセス）、cradle-to-gate（原
料採掘から製品製造まで）、cradle-to-grave（原料採掘から製品製造、廃棄まで）の評価を可能にするもの
である。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【欧州】
2020年発表のCSSのもと、化学物質からナノマテリアル、複合的な新奇物質まで、安全性と持続可能性

の評価と、その設計への組み込みに向けた枠組み構築や規制、研究開発が積極的に推進されている。ナノマ
テリアルの関しては、従来から枠組みプログラムで支援してきた安全性評価に関する研究開発プロジェクトや
ネットワークが基盤となり、持続可能性まで拡張された方向性へと展開している。併せて、REACH規則にお
けるナノ物質の個別登録の義務化、ナノマテリアルの定義更新など、規制への導入を着実に進めている。

スイスのecoinvent associationが開発しているインベントリーデータベース「ecoinvent database」（現
在version 3.11）は、多様な業界を網羅し、人間活動やプロセスをモデル化した25,000件を超えるデータセッ
トを収載している。また、ドイツのthinkstep社（現在はSphera Solutions社によって買収）が開発した
GaBi Databaseも、世界的に有力なインベントリーデータベースの一つである。ライフサイクル影響評価に関
しては、LC-IMPACTプロジェクト（2009年～2013年）で開発された手法や、オランダのNational 
Institute for Public Health and the Environment（RIVM）が開発したReCiPe2016という手法がある。

2020年発表の循環経済行動計画に基づいて、2023年改正の「ELV規則」や2025年２月発効の「包装
及び包装廃棄物に関する規則（PPWR）」で具体的な再生材料の使用割合を規定するなど、規制を手段とし
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て世界を先導する実行策を推進している。
［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【中国】
近年、化学物質のリスク評価に関する制度整備や技術標準の構築が急速に進められている。中国国務院は、

2022年に化学物質の環境リスクの把握と高リスクの新汚染物質の特定を目指す「新汚染物管理行動方案」
を公表しており、その後、中国生態環境部から2024年10月に「化学物質の環境リスク評価および管理制御
技術標準体系」が発表された。スクリーニング技術標準、リスク評価技術標準、管理制御技術標準の体系化
が掲げられており、ナノマテリアルや先端的材料にも適用される。

また、2021年に発表された「循環経済の発展に関する第14次五カ年規画」では、2025年までに資源循
環型産業の生産額を5兆元にするなどの目標が掲げられたうえ、電気電子機器廃棄物の回収利用、自動車の
ライフサイクル管理、プラスチック汚染の全チェーンガバナンスといった重点行動の計画に対応した研究開発
が展開されている。併せて、拡大生産者責任制度に対応するトレーサビリティー技術の開発も進んでいる。

［評価*　基礎研究：現状△／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【韓国】
2025年2月から、K-REACHの改正立法手続きが開始されており、公平性と国際的な制度整合性の強化と、

ナノ物質を含む新規化学物質の登録・評価の効率化に向けた検討がされている。また、国立化学物質安全院
では、K-REACHに基づく化学物質の有害性評価・分類や、ナノ物質を含む新規化学物質の毒性試験・リス
ク評価などを行っている。

第1次資源循環基本計画（2018年～2027年）では、廃棄物発生量を20％削減、実質リサイクル率を
70％程度から82％まで向上といった目標を掲げ、生産から消費、管理、リサイクルまでの戦略を示している。
また、2025年2月に「資源の節約及びリサイクル促進法」を改正し、PET製造における再生プラスチック使
用義務を強化するとしており、欧州のPPWRへの対応を講じている。

［評価*　基礎研究：現状△／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

関連領域
類似のテーマを異なる分野の視点から相互に記載している領域は以下の通り。

分野名 領域番号 領域名 公開年月

環境・エネルギー分野 E8.06 ライフサイクル評価 2025年12月
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